
令和4年度高齢者医療運営円滑化等補助金における「レセプト・健診情報等を活用したデータヘルスの推進事業（保健事業の共同化支援に関する補助事業）」

背景

健康保険組合は、事業主と連携し、就業時間内禁煙や敷地内禁煙、禁煙支援事業の推進など様々な禁煙対策を実施し、全体の喫煙率は減少傾向にあるもの
の、店舗に勤務している者の喫煙率は高いままで、対策が難しいという課題がある。店舗勤務者は、接客業務によるストレス、長時間労働や出勤時間が不
規則であること、喫煙率が高い店舗の場合は、周囲の喫煙状況にも影響され、禁煙が困難になる可能性が考えられる。特に店舗勤務者は、業務により非喫
煙者と接することも多く、企業としても三次喫煙（サードハンドスモーク）の予防のため、出勤前を含む就業時間中の禁煙や敷地内禁煙を実施する企業も
多くあるが、店舗勤務喫煙者が減少しないという課題をもつ企業も多い。そのため、禁煙を推進する上で職場環境を整えるのに加え、店舗勤務者の確実な
禁煙を推進するために、店舗勤務者の特性を明らかにし、特性を考慮して、店舗勤務喫煙者に合った禁煙方法を事業主と協働で推進することが重要である。

事業目的 店舗勤務の喫煙者の特徴を属性（年齢・性別・居住地域・店舗別・職種・業種等）やアンケートによる調査等で把握し、専門家の支援を得ながら過去の事
例などを踏まえ、店舗喫煙者にとって効果的な禁煙支援方法を検討し、店舗勤務者の特性に合わせた禁煙支援のモデル事業を構築する。

実施概要

店舗勤務喫煙者対策コンソーシアム

健康保険組合および事業主が課題や事例の共有を行い、タバコ専門家と店舗勤務喫煙者の特徴を
把握するための調査方法を検討し、分析結果を用いて特性に合った喫煙対策を検討し、モデル事
業を構築する。
さらに特性に合わせた事業を各健康保険組合・事業主で計画を立案する。 健康保険組合と事業主の
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取り組み（介入）
の店舗での実践

モデル事業
の構築

事業計画の立案

課題や事例の共有 ・専門家による講演 
・アンケート調査方
法の検討

調査の集計・分析
• 調査結果をまとめた
レポートの作成

• 店舗でできる取り組み（介
入）案を専門家と議論し複数
あげる。

• 保険者共同での資材作成

店舗勤務者の特性に合わせた禁煙支援モデル事業の構築
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参加団体

◎デパート健康保険組合、カスミ健康保険組合、マルハン健康保険組合、オオゼキ健康保険組合、兵庫トヨタ自動車健康保険組合、
住友不動産販売健康保険組合

帝京大学大学院 公衆衛生学研究科 科長 福田吉治氏（講演、喫煙者の調査・分析方法の指導、特性に合った対策のアドバイス）
株式会社JMDC（事務局運営、アンケート調査、調査集計・分析、報告書の作成支援等）

評価指標

アウトプット指標：アンケート調査により、店舗勤務の喫煙者の特性を明らかにし、店舗で実践可能な対策案を複数あげる。
店舗勤務者の禁煙を推進する資材を保険者共同で企画し、作成する。

アウトカム指標 ：資材を活用し、店舗で実践可能な対策案を事業主に提案し、加入者に向けて取り組み（介入）を実行する。
店舗勤務の喫煙者の特性に合わせたモデル事業を構築する。
各健康保険組合で事業計画を立案する。

本事業の特徴/期待されるメリット スケジュール

店舗勤務喫煙者の特性の共有
店舗勤務喫煙者の属性別およびアンケート調査等の分析結果を共有することで、
単独の健保では見えにくい、店舗勤務喫煙者の特徴を複数の健保と比較しなが
ら捉えることができる。

タバコ専門家の意見を踏まえた特性に合わせた対策の検討
特性に合わせた対策の検討を、タバコ専門家の意見および複数健保の事例を通
して、実態に合った店舗勤務喫煙者対策の検討ができる。

店舗勤務喫煙者の禁煙支援モデル事業の構築および事業計画の共有
特性に合わせた対策の検討を行い、実態に合った
店舗勤務喫煙者への禁煙支援のモデル事業を構築する。
各健康保険組合・事業主が実行可能な事業計画を立案し、
共有することで、さらなる事業のブラッシュアップが可能となる。

※◎主幹事、1万人未満の健康保険組合数：３／6
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事例・課題等情報共有

専門家講演およびアンケート
調査の方法を検討

アンケート調査の実施

調査の集計・分析、取り組み
の検討、資材の作成
取り組みを事業主に提案し、
店舗で実践する
実践の効果検証
モデル事業の構築

健保による事業計画の報告

事業運営委員会開催

事業評価と報告書作成


